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STEP１-１ 基本情報STEP１-１ 基本情報
組合コード 60282
組合名称 東洋紡健康保険組合
形態 単一
業種 繊維製品製造業

令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
被保険者数
* 平均年齢は
特例退職被保
険者を除く

5,498名
男性72.4%

（平均年齢43.0歳）*
女性27.6%

（平均年齢40.9歳）*

-名
男性-%

（平均年齢-歳）*
女性-%

（平均年齢-歳）*

-名
男性-%

（平均年齢-歳）*
女性-%

（平均年齢-歳）*
特例退職被保険
者数

0名 -名 -名

加入者数 9,990名 -名 -名
適用事業所数 2ヵ所 -ヵ所 -ヵ所
対象となる拠点
数

10ヵ所 -ヵ所 -ヵ所

保険料率
*調整を含む

86‰ -‰ -‰

健康保険組合と事業主側の医療専門職
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人)

健保組合 顧問医 0 0 - - - -
保健師等 0 0 - - - -

事業主 産業医 0 14 - - - -
保健師等 10 2 - - - -

第3期における基礎数値
（令和4年度の実績値）

特定健康診査実施率 
(特定健康診査実施者数÷
特定健康診査対象者数)

全体 3,653 ∕ 4,221 ＝ 86.5 ％
被保険者 2,954 ∕ 3,063 ＝ 96.4 ％
被扶養者 699 ∕ 1,158 ＝ 60.4 ％

特定保健指導実施率 
(特定保健指導実施者数÷
特定保健指導対象者数)

全体 194 ∕ 543 ＝ 35.7 ％
被保険者 187 ∕ 496 ＝ 37.7 ％
被扶養者 7 ∕ 47 ＝ 14.9 ％

令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人
当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円）

保健事業費

特定健康診査事業費 26,609 4,840 - - - -
特定保健指導事業費 17,067 3,104 - - - -
保健指導宣伝費 22,858 4,158 - - - -
疾病予防費 65,799 11,968 - - - -
体育奨励費 6,330 1,151 - - - -
直営保養所費 0 0 - - - -
その他 500 91 - - - -
　
小計　…a 139,163 25,312 0 - 0 -
経常支出合計　…b 3,581,799 651,473 - - - -
a/b×100 （%） 3.89 - -
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令和6年度見込み 令和7年度見込み

令和8年度見込み

(歳)

(百人)

70-74
65-69
60-64
55-59
50-54
45-49
40-44
35-39
30-34
25-29
20-24
15-19
10-14

5-9
0-4

10 5 0 5 10
男性(被保険者) 男性(被扶養者) 女性(被保険者) 女性(被扶養者)
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男性（被保険者）男性（被保険者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 0人 15〜19 79人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 269人 25〜29 361人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 419人 35〜39 370人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 475人 45〜49 476人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 532人 55〜59 669人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 211人 65〜69 42人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 7人 70〜74 -人 70〜74 -人

女性（被保険者）女性（被保険者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 0人 15〜19 21人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 171人 25〜29 208人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 130人 35〜39 106人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 150人 45〜49 204人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 250人 55〜59 150人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 73人 65〜69 18人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 0人 70〜74 -人 70〜74 -人

男性（被扶養者）男性（被扶養者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 274人 5〜9 296人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 357人 15〜19 350人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 236人 25〜29 18人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 4人 35〜39 2人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 2人 45〜49 1人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 2人 55〜59 0人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 6人 65〜69 1人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 1人 70〜74 -人 70〜74 -人

女性（被扶養者）女性（被扶養者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 253人 5〜9 305人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 347人 15〜19 361人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 229人 25〜29 47人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 86人 35〜39 157人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 206人 45〜49 253人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 321人 55〜59 236人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 113人 65〜69 17人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 11人 70〜74 -人 70〜74 -人

基本情報から見える特徴
年齢別加入者数においては50 代の年齢層が多いことが特徴。
この特徴から、男性は大腸がんや前立腺がん検診、女性は乳がんおよび大腸がんの受診勧奨を強化していくべきと考えられる。
また、40歳未満の若年層対策も徹底し、将来的な生活習慣病を予防したい。
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STEP１-２ 保健事業の実施状況STEP１-２ 保健事業の実施状況
保健事業の整理から見える特徴保健事業の整理から見える特徴

事業の一覧事業の一覧
職場環境の整備職場環境の整備
　予算措置なし 　コラボヘルスの体制整備
加入者への意識づけ加入者への意識づけ
　保健指導宣伝 　ICTの活用
個別の事業個別の事業
　特定健康診査事業 　特定健康診査（被扶養者、任意継続被保険者）
　特定保健指導事業 　特定保健指導（被保険者）
　特定保健指導事業 　特定保健指導（被扶養者、任意継続被保険者）
　保健指導宣伝 　後発医薬品の利用促進
　保健指導宣伝 　喫煙対策
　保健指導宣伝 　電話健康相談・メンタルヘルスカウンセリング
　疾病予防 　若年層　特定健康診査（被保険者）
　疾病予防 　若年層　特定健康診査（被扶養者、任意継続者）
　疾病予防 　生活習慣病　重症化予防
　疾病予防 　婦人科検診（乳がん、子宮がん）
　疾病予防 　歯科健診
　体育奨励 　体育奨励事業
事業主の取組事業主の取組
　1 　定期健康診断
　2 　特殊健康診断
　3 　雇入時健診
　4 　海外渡航前、帰国後健診
　5 　健康診断結果に対する二次検診義務化
　6 　休職者復帰支援面談
　7 　過重労働対象者の面談
　8 　安全衛生委員会等開催
　9 　附属診療所の運営
　10 　クラブ組織の運営
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。
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職場環境の整備職場環境の整備
予
算
措
置
な
し

1 コラボヘルス
の体制整備

より効率的・効果的な保健事業の実施（コラボヘルスの推進）に向け
た事業主との情報共有の為、安全衛生委員会に出席する。 全て 男女

18
〜
74

被保険
者 0 毎月健保議員が各事業場で開催されて

いる会議に出席
選定互選それぞれの議員が参加出来て
いる。

安全がメインで健康話題に触れる事が
ほとんどない。 5

加入者への意識づけ加入者への意識づけ
保
健
指
導
宣
伝

2 ICTの活用 加入者への分かりやすい情報提供の実現に向けてICTを活用する。 全て 男女
0

〜
74

加入者
全員 - 2021年に健康マイポータルを開設

基幹システムから直接情報発信できる
ため、外部へ個人情報を出す必要がな
い。

登録率が伸び悩んでいる。 2

個別の事業個別の事業
特
定
健
康
診
査
事
業

3
特定健康診査
（被扶養者、
任意継続被保
険者）

第4期特定健康診査等実施計画の目標を達成する。 全て 男女
40
〜
74

被扶養
者,任意
継続者

26,609 事業主健診機関を活用し、被保険者と
同時期に実施

健診日程が限られており、いつでも可
能よりいずれかの日程で申込にするこ
とで一部の事業場での受診率は高い。

受診率をみるとまだまだ低い。
リスクを抱えていても受診していない
方が一定数存在すると考えられる。

3

特
定
保
健
指
導
事
業

4 特定保健指導
（被保険者） 第4期特定健康診査等実施計画の目標を達成する。 全て 男女

40
〜
74

被保険
者 17,067

健診結果入手集計後に事業所内診療所
でフォローしている人以外を対象に案
内実施。

就業時間中の対応を許可している。
健診結果が出てくるのが遅いため、ど
うしてもタイムラグが発生する。
リピーターが多く、マンネリ化してい
る。

3

4
特定保健指導
（被扶養者、
任意継続被保
険者）

第4期特定健康診査等実施計画の目標を達成する。 - -
-

〜
-

- 17,067 健診結果入手集計後に特定保健指導案
内を実施。

各個人へ直接お手紙送付する事で手に
取って見ていただけている。 申込が少ない。 1

保
健
指
導
宣
伝

7
後発医薬品の
利用促進 後発医薬品の利用率向上による薬剤費の抑制 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 - 健康マイポータルを使ってジェネリッ

ク差額通知を発信 特になし 特になし 4

5 喫煙対策 喫煙率低下を目指す。 全て 男女
20
〜
74

加入者
全員 4,800 禁煙外来の案内と終了後禁煙継続者へ

のバックペイを毎年秋ごろから実施
喫煙者アンケートから何らかの禁煙取
組あれば参加すると回答した人へ直接
メールで案内送付。

個人負担があるからか申込者が少ない
。 1

6
電話健康相談
・メンタルヘ
ルスカウンセ
リング

医療費適正化に貢献。 全て 男女
0

〜
74

- 3,000 年に一回、パンフレットの配布を実施
し、周知。

毎月の利用実績はコンスタントに出て
きている。事業場の休職者等にも保健
スタッフから周知。 費用対効果が測定しにくい。 2

疾
病
予
防

3
若年層　特定
健康診査（被
保険者）

35〜39歳に対する特定健診等を実施し、受診率を向上させることで若
年時からの健診に対する意識向上、健康リスク確認に繋げる。 全て 男女

35
〜
39

被保険
者 48,044 毎年春に実施している事業主定期健康

診断に合わせて実施。 若年時から健診を行う事でリスクの早
期発見が出来る。 有所見者への対応 4

3
若年層　特定
健康診査（被
扶養者、任意
継続者）

若年時からの健診に対する意識向上、健康リスク確認のため、引き続
き35〜39歳に対する特定健診を実施し、受診率の向上を目指す。 全て 男女

35
〜
39

被扶養
者,任意
継続者

48,044 毎年春に受診可能な会場と日程を記載
した健診案内を送付。

若年時から健診を行う事でリスクの早
期発見が出来る。 有所見者への対応 3

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

事業名事業名 事業目標事業目標
対象者対象者

事業費事業費
(千円)(千円)

振り返り振り返り
注2)注2)
評価評価対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 実施状況・時期実施状況・時期 成功・推進要因成功・推進要因 課題及び阻害要因課題及び阻害要因
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4 生活習慣病　
重症化予防 早期受診による将来的な生活習慣病の重症化予防 全て 男女

18
〜
74

基準該
当者 - 健診結果を元に事業主側で二次検診対

応を実施
就業規則上、二次検診を義務化された
事で重症化する前の対応が行える。

既に医療機関へかかっている方の重症
化予防に向けては出来ていない。 1

3
婦人科検診（
乳がん、子宮
がん）

女性特有がんの早期発見及び早期受診による適切な受診に繋げること
を目指す。 全て 女性

20
〜
74

加入者
全員 6,200 検診対象者の基準を定めて事業場単位

で実施。 全事業場で実施できる体制は整った。 ２年に一度の検診なので、対象者数の
把握が困難 1

3 歯科健診 現在一部事業所で実施している歯科検診について、対象事業所の拡大
を検討する。 全て 男女

18
〜
74

被保険
者 2,640 各事業場で実施。 特になし 全事業場での実施までは出来ていない

。 1

体
育
奨
励

8 体育奨励事業 運動習慣者率向上を目指す。 全て 男女
18
〜
74

- 6,330 各事業場からの申請に基づき実施。
スポーツクラブは全社共通で契約。

スポーツクラブ利用者は固定されてき
た。

事業場毎に異なる取り組みや健康課題
に応じた取り組みになっていない。 1

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導・受診勧奨  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．後発医薬品の使用促進  ８．その他の事業
注２) １．39%以下  ２．40%以上  ３．60%以上  ４．80%以上  ５．100%

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

事業名事業名 事業目標事業目標
対象者対象者

事業費事業費
(千円)(千円)

振り返り振り返り
注2)注2)
評価評価対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 実施状況・時期実施状況・時期 成功・推進要因成功・推進要因 課題及び阻害要因課題及び阻害要因
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事業主の取組事業主の取組

定期健康診断 労働安全衛生法に基づく健康診断 被保険者 男女

18
〜（

上
限
な
し）

毎年春に健康保険組合と共同で実施 勤務時間中に受診可能 - 有

特殊健康診断 安全衛生法に基づく特殊健康診断 被保険者 男女

18
〜（

上
限
な
し）

対象者に実施 - - 無

雇入時健診 雇入時都度の健康診断の実施 被保険者 男女

18
〜（

上
限
な
し）

対象者が発生する都度実施 - - 無

海外渡航前、帰国
後健診 海外出向者等の渡航前及び帰国後の健康診断の実施 被保険者 男女

18
〜（

上
限
な
し）

対象者が発生する都度実施 - - 無

健康診断結果に対
する二次検診義務
化

要精密検査、要治療者への二次検診義務化を就業規則に明記 被保険者 男女

18
〜（

上
限
な
し）

令和5年度から有所見者への二次検診義務化を就
業規則に明記 - - 有

休職者復帰支援面
談 病気休職者に対する復職支援及び復職判定を実施 被保険者 男女

18
〜（

上
限
な
し）
対象者が発生する都度実施 - - 無

過重労働対象者の
面談 過重労働者への適切なアドバイス、指導等を実施 被保険者 男女

18
〜（

上
限
な
し）

時間外労働、休日取得数等の過重労働者に対し
て面談を実施 - - 無

事業名事業名 事業の目的および概要事業の目的および概要
対象者対象者 振り返り振り返り 共同共同

実施実施資格資格 性別性別 年年
齢齢 実施状況・時期実施状況・時期 成功・推進要因成功・推進要因 課題及び阻害要因課題及び阻害要因
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安全衛生委員会等
開催

従業員の健康意識、安全衛生意識の向上を目的に、健康・安全に対
する施策を検討、立案し実践する。衛生週間では健康イベントなど
も実施。

被保険者 男女

18
〜（

上
限
な
し）

衛生週間事前月間から健康関連イベントを各事
業場にて実施。 - - 有

附属診療所の運営 従業員の健康維持管理等 被保険者 男女

18
〜（

上
限
な
し）

一部の事業場で附属診療所を運営 - - 有

クラブ組織の運営 クラブ活動を通じての健康維持、増進等 被保険者 男女

18
〜（

上
限
な
し）

全事業場で独自に運営 - - 有

事業名事業名 事業の目的および概要事業の目的および概要
対象者対象者 振り返り振り返り 共同共同

実施実施資格資格 性別性別 年年
齢齢 実施状況・時期実施状況・時期 成功・推進要因成功・推進要因 課題及び阻害要因課題及び阻害要因
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STEP１１-３３ 基本分析基本分析

登録済みファイル一覧登録済みファイル一覧
記号 ファイル画像 タイトル カテゴリ コメント
ア - 加入者構成の分析 -

イ - 医療費・患者数分析 -

ウ - 医療費・患者数分析 -

エ - 医療費・患者数分析 -

オ - 医療費・患者数分析 -

カ - 医療費・患者数分析 -
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キ - 医療費・患者数分析 -

ク - 後発医薬品分析 -

ケ - 医療費・患者数分析 -

コ - 医療費・患者数分析 -

サ - 医療費・患者数分析 -

シ - 医療費・患者数分析 -

ス - 医療費・患者数分析 -
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セ - 医療費・患者数分析 -

ソ - 医療費・患者数分析 -

タ - 特定健診分析 -

チ - 特定健診分析 -

ツ - 特定健診分析 -

テ - 特定健診分析 -

ト - 特定保健指導分析 -
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ナ - 特定保健指導分析 -

ニ - 特定保健指導分析 -

ヌ - 健康リスク分析 -

ネ - 健康リスク分析 -

ノ - 健康リスク分析 -

ハ - 健康リスク分析 -

ヒ - 健康リスク分析 -
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フ - 健康リスク分析 -

ヘ - 特定健診分析 -

ホ - 特定健診分析 -

マ - 特定健診分析 -

ミ - 特定健診分析 -

ム - 健康リスク分析 -

メ - 健康リスク分析 -
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モ - 健康リスク分析 -

ヤ - 医療費・患者数分析 -

ユ - 医療費・患者数分析 -
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15



16



17



18



19



20



21



22



23



24



25



26



27



28



29



30



31



32



33



34



35



36



37



38



39



40



41



42



43



44



45



46



47



48



49



50
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STEP２ 健康課題の抽出STEP２ 健康課題の抽出
No. STEP1

対応項目 基本分析による現状把握から見える主な健康課題 対策の方向性 優先すべき
課題

1

健診受診率については被扶養者が課題。
2021年度と比べかなり増加し、2022年度は57.9%と過去最も高い結果とな
ったが、被保険者と比べると低水準で推移。
特に加入者数のボリュームゾーンである50代においては更なる増加を目指す
必要あり。
更に被扶養者の健診受診を集計すると、3年間で1〜2回受診している浮動層
は181人、岩盤層と思われる3年連続未受診群は303人存在。

 これら未受診者の中には普段から医療機関に受診している方も多く存在
しているため、その方個別の状況に合わせた介入が求められる。 

2
他健保と比べ被保険者及び被扶養者共に全体的には良好な状態を維持してい
る。また、被保険者では服薬者の割合が多く、被扶養者は情報提供（非肥満
検査値正常）の割合が多いことも特徴。

 引き続き第4期特定健診保健指導実施計画の達成に向け事業主とも連携
して対策していく。

3
特定保健指導該当者の流入出をカテゴリー別に集計すると、打ち手の観点で
は毎年一定数存在する「流入群」への対策が必須。そしてこの流入群は 「
悪化、新 40歳、新加入」に 分けられる が、この中で悪化での流入が最も多
く、次いで新加入、新40歳の順となっている。

 悪化対策に加え、流入予測が可能な新40歳については事前対策を講じる
ことができると考えられるため、これらの結果を踏まえて具体的な事業
へ繋げていく 必要がある。

4

生活習慣病の医療費を疾患別に隔年毎で集計。
3大生活習慣病においては高血圧症、脂質異常症、2型糖尿病の順に高く、生
活習慣病全体で医療費は大幅に増加。
生活習慣病リスクを各階層別に分解すると、被保険者においては患者予備群
と治療放置群が減少し、生活習慣病群が増加。この結果から、検査値が良好
ではない加入者が適切に受診をした可能性がうかがえる。一方、重症化群も
人数が増加しており、受診しているものの重症化している加入者が増加して
いる可能性がある点も課題。例えば脳卒中や心血管系疾患などの生活習慣病
の重症化疾患は、肥満も大きなリスクファクターであるため、適切な医療機
関受診や服薬による検査値を基準値以内にすることのみがゴールではなく、
生活習慣の改善による肥満の解消も目指したい。
被扶養者では患者予備群は増加し、治療放置群が減少。
一方で、生活習慣病群が増加している。
被扶養者も受診と服薬のみがゴールではなく、生活習慣の改善による肥満な
どの解消を目指したい。

 リスク者への医療機関受診勧奨の実施。特に被保険者においては事業主
と連携して受診率向上を目指す必要あり。被扶養者においては健診受診
と合わせて対策を講じていく。



5

2022年度は10名の人工透析患者が存在しており、毎年1〜2人の新規人工透
析導入患者が発生。これら患者は1人増加するだけでも医療費及び高齢者拠
出金への影響が懸念されるため、引き続き新規人工透析導入患者が増えぬよ
う、リスク者への適切な介入を行っていくことが重要。
更に人工透析リスクの可視化として、慢性腎臓病重症度分類（日本腎臓学会
「エビデンスに基づくCKD診療ガイドライン2023」）を集計したところ、
高リスクで腎疾患病名での未受診者が一定数存在していることが判明。

 未受診者対策として、これら該当者を対象に「専門医」への受診を促す
事業が必須。

ツ，テ

ト

ナ，ニ

ケ，タ，チ

ハ，ヒ，フ
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6

各悪性腫瘍の医療費においてはその他を除き、肺がん・乳がんの順に高い。
患者数においてはその他を除き、乳がんが最も多い。但し、患者数において
は、検診や保健事業の徹底により増加にもつながるため、これら表面的な結
果だけで判断せぬよう注意が必要。これらの結果からも早期発見、早期治療
による対策の重要性を今一度認識し、適切な事業に繋げていく必要があると
考えられる。

 がん検診及び有所見/陽性者への医療機関受診勧奨事業の実施。

7

健康状況（健診値）と生活習慣（問診）を他組合と比較。
被保険者男性においては全体的に良好であり一見すると大きな課題はないよ
うに見える。但し、運動については他組合比較では良好なものの、そもそも
の運動習慣が高い訳ではないため（運動習慣無しが約65%）、この点は改善
点として認識しておく必要があると考える。
被扶養者女性では一部項目を除き全体的に良好であり、特に脂質・血圧につ
いては顕著な傾向となっている。一方、運動は被保険者男性と同様に課題。
他組合比較でも大きな差があり、運動習慣が無い方が約80％存在している状
態。リスク項目として適切な事業につなげていく必要があると考える。

 体育奨励事業（クラブ活動やウォーキングイベント）などの実施及び強
化、Eラーニング、ヘルスリテラシー関連セミナーを検討。

8
歯科対策は口腔衛生を保つための定期的なメンテナンス受診が重要な指標と
考えられるが、全体で約5割が一年間一度も歯科受診がないことが分かる。
更にその未受診者の内、3年連続未受診者は60.2%（2,114人）と多く、これ
ら該当者への歯科受診勧奨事業が必須と考えられる。また、被扶養者と比べ
ると被保険者の受診率は若年層であるほど低い傾向となっている。

 歯科健診事業だけでなく、特に複数年未受診者への歯科受診勧奨事業を
検討。

9
「気分障害（うつ病）・統合失調症等」を集計。経年で増加傾向にあり、20
18対2022で受療率は0.8％増加。他組合と比較しても特別高い傾向ではない
ものの、これら増加傾向は将来的な懸念材料。また、全体的に年齢と共に受
療率が高くなる傾向があり、特に被保険者においてはプレゼンティーズムや
傷病手当金の観点からも事業主との情報連携が必要だと考えられる。

 健保として可能な対策として、健康相談窓口の設置や、プレゼンティー
イズムや傷病手当金の観点から事業主への情報連携などが考えられる。

10
非喫煙率、飲酒習慣、睡眠習慣、治療放置者割合、気分障害などを事業所別
に集計すると、平均から大きく乖離している事業所など課題が可視化された
。

 データヘルスと健康経営を同じ文脈として捉え、事業主との情報共有や
共同事業などを今まで以上に進めていく必要あり。

11

多剤服用による有害事象発生（ポリファーマシー）においては、6剤以上で
リスクが高まるとされている。そこで6剤以上の患者を集計したところ、処
方がある患者の内、被保険者で8.0%（147人）、被扶養者で4.8%（81人）
の該当者が存在していることが判明。これらの中には過剰、不必要と思われ
る薬剤も存在していると考えられることから、適正服薬事業などへの検討材
料としたい。

 これらリスク者へ適正服薬事業を検討したい。

基本情報基本情報
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

1 年齢別加入者数においては50 代の年齢層が多いことが特徴。  この特徴から、男性は大腸がんや前立腺がん検診、女性は乳がんおよび大腸がんの受診
勧奨を強化していくべきと考えられる。

シ，ス，セ，
ソ

ヘ，ホ

ム，メ

モ

ヤ，ユ

キ
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保健事業の実施状況保健事業の実施状況
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

1 毎年、事業所毎で計画立案し、保健事業を実施しているが統一的な取り組みや健康課題に応
じた取り組みになっていない。  健康課題に応じた統一的な取り組みを展開していく必要がある。
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STEP３ 保健事業の実施計画STEP３ 保健事業の実施計画

事業の一覧事業の一覧
職場環境の整備職場環境の整備
　予算措置なし 　コラボヘルスの体制整備
加入者への意識づけ加入者への意識づけ
　保健指導宣伝 　ICTの活用
個別の事業個別の事業
　特定健康診査事業 　特定健康診査（被保険者）
　特定健康診査事業 　特定健康診査（被扶養者、任意継続者）
　特定保健指導事業 　特定保健指導（被保険者）
　特定保健指導事業 　特定保健指導（被扶養者、任意継続者）
　保健指導宣伝 　後発医薬品の利用促進
　保健指導宣伝 　電話健康相談・メンタルヘルスカウンセリング
　疾病予防 　若年層　特定健康診査（被保険者）
　疾病予防 　若年層　特定健康診査（被扶養者、任意継続者）
　疾病予防 　生活習慣病　重症化予防
　疾病予防 　適正服用の取り組み
　疾病予防 　婦人科検診（乳がん、子宮がん）
　疾病予防 　男性がん検診（前立腺がん）
　疾病予防 　歯科検診
　疾病予防 　歯科受診勧奨
　疾病予防 　喫煙対策
　体育奨励 　体育奨励事業
　その他 　退職後の健康管理の働きかけ
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。

事業全体の目的事業全体の目的
健康リスクが高まる年齢層が多く加入している事からも、まずは健診を受けて早期発見、早期治療、早期改善につなげる。
既に治療中の中にも重症化している加入者が増加傾向にあるため、根本的な生活習慣の改善を目指す。

事業全体の目標事業全体の目標
・被扶養者の健診受診率を向上させる。
・肥満該当者の減少を目指す。
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職場環境の整備職場環境の整備
- - - - - -

予
算
措
置
な
し

1 既
存

コラボヘルス
の体制整備 全て 男女

18
〜
74

被保険
者 ３ ス

・事業主の取り組みや状
況を確認するとともに、
健保保有データの分析結
果や、
　保健事業の実施状況の
情報を事業主と共有する
ことで職場環境改善の課
題を考察する。
・より効率的・効果的な
事業実施に向けて、事業
主と協議する。

ア
・安全衛生委員会の場を
活用して健保から情報を
提供、共有する。

・健保議員が安全衛生委
員会に出席する。
・健康に関する職場環境
改善改善に向け、健保-事
業主間の情報共有を実施
する。

適宜実施開催内容を見直
しの受け、継続

適宜実施開催内容を見直
しの受け、継続

適宜実施開催内容を見直
しの受け、継続

適宜実施開催内容を見直
しの受け、継続

適宜実施開催内容を見直
しの受け、継続

より効率的・効果的な保健事業の実施（コ
ラボヘルスの推進）に向けた事業主との情
報共有の為、安全衛生委員会に出席する。

非喫煙率、飲酒習慣、睡眠習慣、
治療放置者割合、気分障害などを
事業所別に集計すると、平均から
大きく乖離している事業所など課
題が可視化された。

開催率(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11年度：100％)- 基盤事業のため
(アウトカムは設定されていません)

加入者への意識づけ加入者への意識づけ
- - - - - -

保
健
指
導
宣
伝

2 既
存 ICTの活用 全て 男女

0
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 １ ア,エ,キ 健康マイポータルの活用 ア -

ICTを活用した情報提供を
継続実施する。
必要に応じて情報提供以
外の活用方法を検討する
。
事業主と連携した登録勧
奨を実施する。

適宜見直しの上、継続 適宜見直しの上、継続 適宜見直しの上、継続 適宜見直しの上、継続 適宜見直しの上、継続 加入者への分かりやすい情報提供
非喫煙率、飲酒習慣、睡眠習慣、
治療放置者割合、気分障害などを
事業所別に集計すると、平均から
大きく乖離している事業所など課
題が可視化された。

登録勧奨案内実施率(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11
年度：100％)- 登録率(【実績値】45％　【目標値】令和6年度：50％　令和7年度：50％　令和8年度：55％　令和9年度：55％　令和10年度：60％　令和11年度：60％)-

個別の事業個別の事業
- - - - - -

特
定
健
康
診
査
事
業

3

既
存(

法
定)

特定健康診査
（被保険者） 全て 男女

40
〜
74

被保険
者 ３ ケ,サ

集団定期健診と共同実施
のため、事業主と連携し
て取り組む

ア,カ,ク
事業主の集団定期健診と
して巡回車での実施　
社外出向者や役員のデー
タ回収に向けた継続的な
体制整備

事業主の集団定期健診と
して巡回車での実施　
社外出向者や役員のデー
タ回収に向けた継続的な
体制整備

適宜見直しの上、継続 適宜見直しの上、継続 適宜見直しの上、継続 適宜見直しの上、継続 適宜見直しの上、継続 第4期特定健康診査等実施計画の目標を達成
する。

他健保と比べ被保険者及び被扶養
者共に全体的には良好な状態を維
持している。また、被保険者では
服薬者の割合が多く、被扶養者は
情報提供（非肥満検査値正常）の
割合が多いことも特徴。

事業所と連携した健診受診案内の発信率(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年
度：100％　令和11年度：100％)- 特定健診受診率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：96％　令和7年度：96％　令和8年度：96％　令和9年度：96％　令和10年度：96％　令和11年度：97％)-

- - - - - -

3

既
存(

法
定)

特定健康診査
（被扶養者、
任意継続者）

全て 男女
40
〜
74

被扶養
者,任意
継続者

１ ケ
ホームページでの案内及
び健診案内文の送付
健診未受診者へ受診勧奨
を実施

カ,ク
事業主の集団定期健診と
の共同実施及び提携医療
機関での受診

事業主の集団定期健診と
の共同実施及び提携医療
機関での受診
健診未受診者へ受診勧奨
を実施

適宜見直しの上、継続 適宜見直しの上、継続 適宜見直しの上、継続 適宜見直しの上、継続 適宜見直しの上、継続 第4期特定健康診査等実施計画の目標を達成
する。

健診受診率については被扶養者が
課題。
2021年度と比べかなり増加し、20
22年度は57.9%と過去最も高い結
果となったが、被保険者と比べる
と低水準で推移。
特に加入者数のボリュームゾーン
である50代においては更なる増加
を目指す必要あり。
更に被扶養者の健診受診を集計す
ると、3年間で1〜2回受診している
浮動層は181人、岩盤層と思われる
3年連続未受診群は303人存在。

健診受診の案内の発信率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11
年度：100％)- 特定健診受診率(【実績値】61％　【目標値】令和6年度：62％　令和7年度：63％　令和8年度：64％　令和9年度：65％　令和10年度：66％　令和11年度：70％)-

- - - - - -
特
定
保
健
指
導
事
業

4

既
存(

法
定)

特定保健指導
（被保険者） 全て 男女

40
〜
74

被保険
者 ３ オ,ク,ケ,コ

,サ
健保及び事業所経由で効
果的な特定保健指導の実
施を勧奨する

ア,イ,ウ,カ
,ケ

事業主の協力の下、外部
委託業者を利用して実施

事業主の協力の下、外部
委託業者を利用して実施

都度、指導方法や内容を
見直しの上、継続

都度、指導方法や内容を
見直しの上、継続

都度、指導方法や内容を
見直しの上、継続

都度、指導方法や内容を
見直しの上、継続

都度、指導方法や内容を
見直しの上、継続

第4期特定健康診査等実施計画の目標を達成
する。

特定保健指導該当者の流入出をカ
テゴリー別に集計すると、打ち手
の観点では毎年一定数存在する「
流入群」への対策が必須。そして
この流入群は 「悪化、新 40歳、新
加入」に 分けられる が、この中で
悪化での流入が最も多く、次いで
新加入、新40歳の順となっている
。

対象者への案内実施率(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和1
1年度：100％)- 特定保健指導実施率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：50％　令和7年度：50％　令和8年度：50％　令和9年度：55％　令和10年度：55％　令和11年度：60％)実施率は健保全体としての目標とする

- - - - - -

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

新新
規規
既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 令和6年度令和6年度 令和7年度令和7年度 令和8年度令和8年度 令和9年度令和9年度 令和10年度令和10年度 令和11年度令和11年度

アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標
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4

既
存(

法
定)

特定保健指導
（被扶養者、
任意継続者）

全て 男女
40
〜
74

被扶養
者,任意
継続者

１ オ,ク,ケ,コ 健保より特定保健指導の
実施を勧奨する ウ,カ,ク 外部委託業者を利用して

実施
外部委託業者を利用して
実施

都度、指導方法や内容を
見直しの上、継続

都度、指導方法や内容を
見直しの上、継続

都度、指導方法や内容を
見直しの上、継続

都度、指導方法や内容を
見直しの上、継続

都度、指導方法や内容を
見直しの上、継続

第4期特定健康診査等実施計画の目標を達成
する。

特定保健指導該当者の流入出をカ
テゴリー別に集計すると、打ち手
の観点では毎年一定数存在する「
流入群」への対策が必須。そして
この流入群は 「悪化、新 40歳、新
加入」に 分けられる が、この中で
悪化での流入が最も多く、次いで
新加入、新40歳の順となっている
。

対象者への案内実施率(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和1
1年度：100％)- 特定保健指導実施率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：50％　令和7年度：50％　令和8年度：50％　令和9年度：55％　令和10年度：55％　令和11年度：60％)実施率は健保全体としての目標とする

- - - - - -

保
健
指
導
宣
伝

7 既
存

後発医薬品の
利用促進 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 １ キ,ク

一定の切り替え効果が見
込める加入者へ後発品医
薬品　利用促進通知の実
施

カ 健康マイポータルで実施
ホームページ等を活用し
て後発医薬品利用促進PR
を実施する。
後発医薬品差額通知の実
施。

適宜見直しの上、継続。 適宜見直しの上、継続 適宜見直しの上、継続 適宜見直しの上、継続 適宜見直しの上、継続 後発医薬品の利用率向上による薬剤費の抑
制

多剤服用による有害事象発生（ポ
リファーマシー）においては、6剤
以上でリスクが高まるとされてい
る。そこで6剤以上の患者を集計し
たところ、処方がある患者の内、
被保険者で8.0%（147人）、被扶
養者で4.8%（81人）の該当者が存
在していることが判明。これらの
中には過剰、不必要と思われる薬
剤も存在していると考えられるこ
とから、適正服薬事業などへの検
討材料としたい。

案内実施率(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11年度：10
0％)- 健保全体の後発医薬品数量比率(【実績値】84％　【目標値】令和6年度：85％　令和7年度：85％　令和8年度：85％　令和9年度：85％　令和10年度：85％　令和11年度：85％)-

- - - - - -

6 既
存

電話健康相談
・メンタルヘ
ルスカウンセ
リング

全て 男女

0
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 ３ エ,キ,ケ

健保ホームページに本事
業の案内を常時掲載する
。

ア,イ,ウ 外部委託業者を利用して
実施

外部委託業者を利用して
実施

外部委託業者を利用して
実施

外部委託業者を利用して
実施

外部委託業者を利用して
実施

外部委託業者を利用して
実施

外部委託業者を利用して
実施 メンタルを起因とした疾患者数の減少

「気分障害（うつ病）・統合失調
症等」を集計。経年で増加傾向に
あり、2018対2022で受療率は0.8
％増加。他組合と比較しても特別
高い傾向ではないものの、これら
増加傾向は将来的な懸念材料。ま
た、全体的に年齢と共に受療率が
高くなる傾向があり、特に被保険
者においてはプレゼンティーズム
や傷病手当金の観点からも事業主
との情報連携が必要だと考えられ
る。

案内実施率(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11年度：10
0％)-

効果測定が難しいため。
(アウトカムは設定されていません)

- - - - - -

疾
病
予
防

3 既
存

若年層　特定
健康診査（被
保険者）

母体企
業 男女

35
〜
39

被保険
者 ３ ケ,サ

集団定期健診と共同実施
のため、事業主と連携し
て取り組む

ア,カ,ク
事業主の集団定期健診と
して巡回車での実施　
社外出向者のデータ回収
に向けた継続的な体制整
備

事業主の集団定期健診と
して巡回車での実施　
社外出向者のデータ回収
に向けた継続的な体制整
備

適宜見直しの上、継続 適宜見直しの上、継続 適宜見直しの上、継続 適宜見直しの上、継続 適宜見直しの上、継続
35〜39歳に対する特定健診を実施し、受診
率を向上させることで若年時からの健診に
対する意識向上、健康リスク確認に繋げる
。

特定保健指導該当者の流入出をカ
テゴリー別に集計すると、打ち手
の観点では毎年一定数存在する「
流入群」への対策が必須。そして
この流入群は 「悪化、新 40歳、新
加入」に 分けられる が、この中で
悪化での流入が最も多く、次いで
新加入、新40歳の順となっている
。

事業所と連携した健診受診案内の発信率(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年
度：100％　令和11年度：100％)- 健診受診率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：96％　令和7年度：96％　令和8年度：96％　令和9年度：96％　令和10年度：96％　令和11年度：96％)-

- - - - - -

3 既
存

若年層　特定
健康診査（被
扶養者、任意
継続者）

全て 男女
35
〜
39

被扶養
者,任意
継続者

１ ケ
ホームページでの案内及
び未受診者への受診勧奨
他機関（パート先等）か
らの受診結果取得

カ,ク
事業主の集団定期健診と
の共同実施及び提携医療
機関での受診

事業主の集団定期健診と
の共同実施及び提携医療
機関での受診

適宜見直しの上、継続 適宜見直しの上、継続 適宜見直しの上、継続 適宜見直しの上、継続 適宜見直しの上、継続
若年時からの健診に対する意識向上、健康
リスク確認のため、引き続き35〜39歳に対
する特定健診を実施し、受診率の向上を目
指す。

特定保健指導該当者の流入出をカ
テゴリー別に集計すると、打ち手
の観点では毎年一定数存在する「
流入群」への対策が必須。そして
この流入群は 「悪化、新 40歳、新
加入」に 分けられる が、この中で
悪化での流入が最も多く、次いで
新加入、新40歳の順となっている
。

健診受診の案内の発信率(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令
和11年度：100％)- 受診率(【実績値】34％　【目標値】令和6年度：35％　令和7年度：37％　令和8年度：40％　令和9年度：50％　令和10年度：55％　令和11年度：60％)-

- - - - - -

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

新新
規規
既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 令和6年度令和6年度 令和7年度令和7年度 令和8年度令和8年度 令和9年度令和9年度 令和10年度令和10年度 令和11年度令和11年度

アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標

57



4 既
存

生活習慣病　
重症化予防 全て 男女

35
〜
74

被保険
者,基準
該当者

３ イ,カ,ク

生活習慣病及び腎症リス
クを対象として、
・事業所毎のハイリスク
者（要精検、要再検等）
への医療機関受診勧奨対
応基準を確認する。
・ハイリスク者の社内診
療所受診状況を確認し、
医療機関受診状況の実態
を把握する。
・確認した状況に応じ、
事業主と連携したハイリ
スク者への医療機関受診
勧奨方法を検討、実施す
る

イ,ウ,ケ
・令和5年度より有所見者
の2次検査を就業規則に追
加し義務化

生活習慣病　重症化予防
予防受診勧奨の実施 適宜見直しの上、継続 適宜見直しの上、継続 適宜見直しの上、継続 適宜見直しの上、継続 適宜見直しの上、継続 早期受診による将来的な生活習慣病の重症

化予防

生活習慣病の医療費を疾患別に隔
年毎で集計。
3大生活習慣病においては高血圧症
、脂質異常症、2型糖尿病の順に高
く、生活習慣病全体で医療費は大
幅に増加。
生活習慣病リスクを各階層別に分
解すると、被保険者においては患
者予備群と治療放置群が減少し、
生活習慣病群が増加。この結果か
ら、検査値が良好ではない加入者
が適切に受診をした可能性がうか
がえる。一方、重症化群も人数が
増加しており、受診しているもの
の重症化している加入者が増加し
ている可能性がある点も課題。例
えば脳卒中や心血管系疾患などの
生活習慣病の重症化疾患は、肥満
も大きなリスクファクターである
ため、適切な医療機関受診や服薬
による検査値を基準値以内にする
ことのみがゴールではなく、生活
習慣の改善による肥満の解消も目
指したい。
被扶養者では患者予備群は増加し
、治療放置群が減少。
一方で、生活習慣病群が増加して
いる。
被扶養者も受診と服薬のみがゴー
ルではなく、生活習慣の改善によ
る肥満などの解消を目指したい。
2022年度は10名の人工透析患者が
存在しており、毎年1〜2人の新規
人工透析導入患者が発生。これら
患者は1人増加するだけでも医療費
及び高齢者拠出金への影響が懸念
されるため、引き続き新規人工透
析導入患者が増えぬよう、リスク
者への適切な介入を行っていくこ
とが重要。
更に人工透析リスクの可視化とし
て、慢性腎臓病重症度分類（日本
腎臓学会「エビデンスに基づくCK
D診療ガイドライン2023」）を集
計したところ、高リスクで腎疾患
病名での未受診者が一定数存在し
ていることが判明。

対象者への受診勧奨実施率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和
11年度：100％)- 受診勧奨後の受療率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：80％　令和7年度：80％　令和8年度：80％　令和9年度：80％　令和10年度：80％　令和11年度：80％)-

- - - - - -

5 新
規

適正服用の取
り組み 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 １ キ,ク

服薬における有害事象リ
スクの該当者へ適正服薬
につながる通知を実施す
る

カ 外部委託業者を利用して
実施

外部委託業者を利用して
実施

外部委託業者を利用して
実施

外部委託業者を利用して
実施

外部委託業者を利用して
実施

外部委託業者を利用して
実施

外部委託業者を利用して
実施 加入者の適正服薬

多剤服用による有害事象発生（ポ
リファーマシー）においては、6剤
以上でリスクが高まるとされてい
る。そこで6剤以上の患者を集計し
たところ、処方がある患者の内、
被保険者で8.0%（147人）、被扶
養者で4.8%（81人）の該当者が存
在していることが判明。これらの
中には過剰、不必要と思われる薬
剤も存在していると考えられるこ
とから、適正服薬事業などへの検
討材料としたい。

通知実施率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11年度：100％)- 通知後の有害事象リスク件数の改善率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：25％　令和7年度：25％　令和8年度：25％　令和9年度：25％　令和10年度：25％　令和11年度：25％)-
- - - - - -

3 既
存

婦人科検診（
乳がん、子宮
がん）

全て 女性
20
〜
74

加入者
全員 ２ イ,ウ,キ

健保と事業主が協力し、
婦人科健診（乳がん、子
宮がん）の案内及び実施
を行う
子宮がん検診は被保険者
は希望者対象、被扶養者
は３５歳以上の希望者へ
検査キットを送付
被扶養者への乳がん検診
について補助を検討
有所見へは主に事業主が
精密検査受診勧奨を実施

ア,イ,カ,ケ
所見者の実態把握と受診
勧奨を目的にがん検診デ
ータの健保への連携体制
について検討する

婦人科検診に関する案内
を実施。被保険
者は引き続き事業主と連
携し運営。被扶
養者は補助を導入し、受
診推進を図る。
所見者の実態把握と受診
勧奨を目的にが
ん検診データの健保への
連携体制につい
て検討する。

適宜見直しの上、継続 適宜見直しの上、継続 適宜見直しの上、継続 適宜見直しの上、継続 適宜見直しの上、継続 女性特有がんの早期発見及び早期受診によ
る適切な受診に繋げることを目指す

各悪性腫瘍の医療費においてはそ
の他を除き、肺がん・乳がんの順
に高い。患者数においてはその他
を除き、乳がんが最も多い。但し
、患者数においては、検診や保健
事業の徹底により増加にもつなが
るため、これら表面的な結果だけ
で判断せぬよう注意が必要。これ
らの結果からも早期発見、早期治
療による対策の重要性を今一度認
識し、適切な事業に繋げていく必
要があると考えられる。

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

新新
規規
既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 令和6年度令和6年度 令和7年度令和7年度 令和8年度令和8年度 令和9年度令和9年度 令和10年度令和10年度 令和11年度令和11年度

アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標
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検診案内実施率(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11年度
：100％)-

受診率(【実績値】15％　【目標値】令和6年度：20％　令和7年度：20％　令和8年度：30％　令和9年度：30％　令和10年度：40％　令和11年度：40％)２年に１回の事業につき、被保険者に関しては検診案内を
行った人数を分母とする。
被扶養者に関しては年齢対象者の半分を分母とする。

- - - - - -

3 既
存

男性がん検診
（前立腺がん
）

全て 男性
35
〜
74

加入者
全員 ３ イ,ウ,キ

健保と事業主が協力し、
男性がん検診（前立腺が
ん）の案内及び実施を行
う
有所見へは主に事業主が
精密検査受診勧奨を実施

ア,イ,カ,ケ
所見者の実態把握と受診
勧奨を目的にがん検診デ
ータの授受体制について
検討する

男性がん検診に関する案
内を実施、事業主と協議
の上で全事業所で実施す
る
所見者の実態把握と受診
勧奨を目的にがん検診デ
ータの授受体制について
検討する

適宜見直しの上、継続 適宜見直しの上、継続 適宜見直しの上、継続 適宜見直しの上、継続 適宜見直しの上、継続 男性特有がんの早期発見及び早期受診によ
る適切な受診に繋げることを目指す

各悪性腫瘍の医療費においてはそ
の他を除き、肺がん・乳がんの順
に高い。患者数においてはその他
を除き、乳がんが最も多い。但し
、患者数においては、検診や保健
事業の徹底により増加にもつなが
るため、これら表面的な結果だけ
で判断せぬよう注意が必要。これ
らの結果からも早期発見、早期治
療による対策の重要性を今一度認
識し、適切な事業に繋げていく必
要があると考えられる。

男性がん検診案内実施率　(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　
令和11年度：100％)- 前立腺がん検診受診率(【実績値】80％　【目標値】令和6年度：96％　令和7年度：96％　令和8年度：96％　令和9年度：96％　令和10年度：96％　令和11年度：96％)※メモ　分母確認

- - - - - -

3 既
存 歯科検診 全て 男女

18
〜
74

被保険
者 ３ イ,ウ,キ,ク

健保から各事業所に働き
かけ、歯科検診実施事業
所の拡大を図る

ウ
事業主が主体で事業を実
施し、健保が費用を補助
する。

健保から各事業所に働き
かけ、歯科検診実施事業
所の拡大を図る。 適宜見直しの上、継続 適宜見直しの上、継続 適宜見直しの上、継続 適宜見直しの上、継続 適宜見直しの上、継続 歯科の早期発見及び早期受診による適切な

受診に繋げることを目指す

歯科対策は口腔衛生を保つための
定期的なメンテナンス受診が重要
な指標と考えられるが、全体で約5
割が一年間一度も歯科受診がない
ことが分かる。更にその未受診者
の内、3年連続未受診者は60.2%（
2,114人）と多く、これら該当者へ
の歯科受診勧奨事業が必須と考え
られる。また、被扶養者と比べる
と被保険者の受診率は若年層であ
るほど低い傾向となっている。

案内実施率(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11年度：10
0％)- 歯科検診受診者割合(【実績値】-　【目標値】令和6年度：3％　令和7年度：5％　令和8年度：6％　令和9年度：7％　令和10年度：8％　令和11年度：10％)-

- - - - - -

4 新
規 歯科受診勧奨 全て 男女

18
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 １ イ,ウ,キ,ク

歯科受診がなく問診や血
糖値にリスクがある方へ
歯科受診勧奨通知の実施

ウ 外部委託業者利用して実
施 歯科受診勧奨通知を実施 歯科受診勧奨通知を実施 歯科受診勧奨通知を実施 歯科受診勧奨通知を実施 歯科受診勧奨通知を実施 歯科受診勧奨通知を実施 口腔ケアを目的とした定期受診の習慣づけ

歯科対策は口腔衛生を保つための
定期的なメンテナンス受診が重要
な指標と考えられるが、全体で約5
割が一年間一度も歯科受診がない
ことが分かる。更にその未受診者
の内、3年連続未受診者は60.2%（
2,114人）と多く、これら該当者へ
の歯科受診勧奨事業が必須と考え
られる。また、被扶養者と比べる
と被保険者の受診率は若年層であ
るほど低い傾向となっている。

通知実施率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11年度：100％)- 通知後の歯科受診率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：30％　令和7年度：30％　令和8年度：30％　令和9年度：30％　令和10年度：30％　令和11年度：30％)-
- - - - - -

2 既
存 喫煙対策 全て 男女

20
〜
74

被保険
者 １ ケ オンライン禁煙外来補助 ア,ウ - 禁煙外来以外の施策も検

討 適宜見直しの上、継続 適宜見直しの上、継続 適宜見直しの上、継続 適宜見直しの上、継続 適宜見直しの上、継続 大きな健康被害をもたらす喫煙者の減少
非喫煙率、飲酒習慣、睡眠習慣、
治療放置者割合、気分障害などを
事業所別に集計すると、平均から
大きく乖離している事業所など課
題が可視化された。

案内実施率(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11年度：10
0％)- 被保険者の喫煙率(【実績値】23％　【目標値】令和6年度：20％　令和7年度：18％　令和8年度：16％　令和9年度：14％　令和10年度：13％　令和11年度：12％)-

- - - - - -

体
育
奨
励

5 既
存 体育奨励事業 全て 男女

18
〜
74

被保険
者 ２ ス

健康意識の向上と健康行
動の習慣化を目的に各事
業場が実施内容やテーマ
を検討し実施する（体育
奨励、ウォーキングイベ
ントなど）
健保は各事業場へ費用補
助を実施する。

シ
各事業場の請求に基づき
、健保が費用を補助する
。

健康意識の向上と健康行
動の習慣化を目的に各事
業所が実施内容やテーマ
を検討し実施する（体育
奨励、ウォーキングイベ
ントなど）
健保は各事業所へ費用補
助を実施する。

適宜見直しの上、継続 適宜見直しの上、継続 適宜見直しの上、継続 適宜見直しの上、継続 適宜見直しの上、継続 運動習慣者の増加

健康状況（健診値）と生活習慣（
問診）を他組合と比較。
被保険者男性においては全体的に
良好であり一見すると大きな課題
はないように見える。但し、運動
については他組合比較では良好な
ものの、そもそもの運動習慣が高
い訳ではないため（運動習慣無し
が約65%）、この点は改善点とし
て認識しておく必要があると考え
る。
被扶養者女性では一部項目を除き
全体的に良好であり、特に脂質・
血圧については顕著な傾向となっ
ている。一方、運動は被保険者男
性と同様に課題。他組合比較でも
大きな差があり、運動習慣が無い
方が約80％存在している状態。リ
スク項目として適切な事業につな
げていく必要があると考える。

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

新新
規規
既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 令和6年度令和6年度 令和7年度令和7年度 令和8年度令和8年度 令和9年度令和9年度 令和10年度令和10年度 令和11年度令和11年度

アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標
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実施事業場数(【実績値】1件　【目標値】令和6年度：4件　令和7年度：6件　令和8年度：7件　令和9年度：8件　令和10年度：9件　令和11年度：10件)- 被保険者における運動習慣良好者割合(【実績値】31.6％　【目標値】令和6年度：32％　令和7年度：33％　令和8年度：36％　令和9年度：39％　令和10年度：42％　令和11年度：45％)-
- - - - - -

そ
の
他

2 新
規

退職後の健康
管理の働きか
け

一部の
事業所 男女

18
〜（

上
限
な
し）

定年退
職予定

者
２ ス

退職予定者へ退職後の健
康管理に関する説明
市町村が実施するがん検
診などの情報共有

シ 事業主説明時の情報共有 事業主説明時の情報共有 適宜見直しの上、継続 適宜見直しの上、継続 適宜見直しの上、継続 適宜見直しの上、継続 適宜見直しの上、継続 退職後の健康の維持増進

各悪性腫瘍の医療費においてはそ
の他を除き、肺がん・乳がんの順
に高い。患者数においてはその他
を除き、乳がんが最も多い。但し
、患者数においては、検診や保健
事業の徹底により増加にもつなが
るため、これら表面的な結果だけ
で判断せぬよう注意が必要。これ
らの結果からも早期発見、早期治
療による対策の重要性を今一度認
識し、適切な事業に繋げていく必
要があると考えられる。

事業主説明時の情報共有(【実績値】-　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11
年度：100％)- 退職後の健康維持を目的とした事業でありその成果を具体的な数値で表すことは困難な為アウトカムは設定せず

(アウトカムは設定されていません)

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導・受診勧奨  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．後発医薬品の使用促進  ８．その他の事業
注２) １．健保組合  ２．事業主が主体で保健事業の一部としても活用  ３．健保組合と事業主との共同事業
注３) ア．加入者等へのインセンティブを付与  イ．受診状況の確認（要医療者・要精密検査者の医療機関受診状況）  ウ．受診状況の確認（がん検診・歯科健診の受診状況）  エ．ＩＣＴの活用  オ．専門職による健診結果の説明  カ．他の保険者と共同で集計データを持ち寄って分析を実施  キ．定量的な効果検証の実施

ク．対象者の抽出（優先順位づけ、事業所の選定など）  ケ．参加の促進（選択制、事業主の協力、参加状況のモニタリング、環境整備）  コ．健診当日の面談実施・健診受診の動線活用  サ．就業時間内も実施可（事業主と合意）  シ．保険者以外が実施したがん検診のデータを活用  ス．その他
注４) ア．事業主との連携体制の構築  イ．産業医または産業保健師との連携体制の構築  ウ．外部委託先の専門職との連携体制の構築  エ．他の保険者との健診データの連携体制の構築  オ．自治体との連携体制の構築  カ．医療機関・健診機関との連携体制の構築  キ．保険者協議会との連携体制の構築  ク．その他の団体との連携体制の構築

ケ．保険者内の専門職の活用（共同設置保健師等を含む）  コ．運営マニュアルの整備（業務フローの整理）  サ．人材確保・教育（ケースカンファレンス∕ライブラリーの設置）  シ．その他

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

新新
規規
既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 令和6年度令和6年度 令和7年度令和7年度 令和8年度令和8年度 令和9年度令和9年度 令和10年度令和10年度 令和11年度令和11年度

アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標
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